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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次

第37期

第１四半期連結

累計(会計)期間

第38期

第１四半期累計

(会計)期間

第37期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 8,763,120 9,025,851 36,625,430

経常利益 （千円） 219,953 380,129 1,682,581

四半期（当期）純利益又は四半期
純損失（△）

（千円） 121,153 △6,936 681,450

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） － 2,986,400 2,986,400

発行済株式総数 （株） － 19,906,600 19,906,600

純資産額 （千円） 13,241,921 13,608,506 13,857,373

総資産額 （千円） 21,911,947 22,407,511 22,474,486

１株当たり純資産額 （円） 702.01 721.33 734.78

１株当たり四半期（当期）純利益
金額又は四半期純損失金額（△）

（円） 6.45 △0.37 36.27

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 13.00

自己資本比率 （％） 60.2 60.5 61.4

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △30,772 423,250 2,224,211

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △136,827 △92,060 △347,331

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） 231,920 △284,927 △526,232

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高

（千円） 740,041 2,081,590 2,035,328

従業員数 （名） 327 340 337

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　前第１四半期連結累計（会計）期間は四半期連結財務諸表を作成しているため、前第１四半期累計(会計）期

間に代えて前第１四半期連結累計（会計）期間について記載しております。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について、第37期は希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

また、第38期第１四半期累計（会計）期間においては、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失であ

るため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数（名）
340

(1,495)

(注) １　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【販売及び仕入の状況】

前年同期の四半期財務諸表は作成しておりませんので、前年同期との対比は行なっておりません。

(1)　販売実績

事業・品種別 売上高（千円） 前年同四半期比（％）

商品売上

ハンドバッグ 1,305,718 －

カジュアルバッグ 1,289,366 －

インポートバッグ 715,066 －

財布・雑貨 2,401,588 －

その他 3,300,275 －

小計 9,012,014 －

不動産賃貸収入 13,837 －

合計 9,025,851 －

(注) １　商品売上「その他」には、レザーウェア・毛皮、メンズバッグ等が含まれております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　県別売上高

県別 売上高（千円） 前年同四半期比（％）

北海道・東北地区 　 　

　北海道 265,716 －

　青森県 106,532 －

　岩手県 63,174 －

　宮城県 193,016 －

　福島県 33,199 －

　北海道・東北地区計 661,638 －

関東地区 　 　

　茨城県 271,066 －

　栃木県 113,053 －

　群馬県 109,682 －

　埼玉県 600,657 －

　千葉県 453,812 －

　東京都 1,134,053 －

　神奈川県 655,658 －

　関東地区計 3,337,984 －
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県別 売上高（千円） 前年同四半期比（％）

中部地区 　 　

　山梨県 97,674 －

　長野県 151,664 －

　新潟県 132,689 －

　富山県 16,533 －

　岐阜県 130,493 －

　静岡県 240,845 －

　愛知県 381,957 －

　中部地区計 1,151,859 －

近畿地区 　 　

　三重県 21,744 －

　滋賀県 61,449 －

　京都府 117,022 －

　大阪府 608,179 －

　兵庫県 354,207 －

　奈良県 70,690 －

　和歌山県 47,373 －

　近畿地区計 1,280,668 －

中国・四国地区 　 　

　鳥取県 38,195 －

　島根県 71,396 －

　岡山県 167,886 －

　広島県 281,769 －

　山口県 148,087 －

　徳島県 31,281 －

　香川県 116,746 －

　愛媛県 106,033 －

　中国・四国地区計 961,396 －

九州地区 　 　

　福岡県 613,542 －

　佐賀県 106,202 －

　長崎県 107,553 －

　熊本県 280,597 －

　大分県 120,351 －

　宮崎県 123,733 －

　鹿児島県 150,896 －

　沖縄県 129,426 －

　九州地区計 1,632,303 －

合計 9,025,851 －

(注) １　東京都の売上高には、不動産賃貸収入13,837千円を含めて表示しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3)　単位あたりの売上高

　

項目

当第１四半期会計期間

自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

売上高 9,012,014千円

売場面積（平均） 53,566.6㎡

１㎡当たり売上高 168千円

従業員数（平均） 1,832人

一人当たり売上高 4,919千円

(注) １　売場面積は「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」に基づくものであり、営業月数

を基礎として算出しております。

２　従業員数は、パートタイマーを含めて表示しており、期中平均（一人当たり１日８時間換算）にて算出してお

ります。

３　売上高は、商品売上高であります。

　

(4)　仕入実績

品種別の名称 仕入高（千円） 前年同四半期比（％）

　ハンドバッグ 768,920 －

　カジュアルバッグ 863,843 －

　インポートバッグ 422,478 －

　財布・雑貨 1,308,396 －

　その他 1,866,601 －

合計 5,230,240 －

(注) １　「その他」には、レザーウェア・毛皮、メンズバッグ等が含まれております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第１四半期会計期間におけるわが国の経済は、企業収益に改善の兆しが一部で見られたものの、

欧州の財政不安に端を発した為替、株式市場の混乱が続くなど、依然として先行きは不透明であり、厳

しい状態のまま推移しました。

流通業界におきましても、個人消費に下げ止まりの傾向が見られたものの、雇用環境の厳しさなど

から個人消費の回復局面には至らず、一部でデフレ傾向が続くなど、厳しい状況が続きました。

このような状況下で、当社は「売上回復」を目指し、店舗の活性化に取り組んでまいりましたが、既

存店売上高が前年同期比99.6%と堅調な推移となったため、売上高につきましてはほぼ計画どおりと

なりました。品種別では、メンズ・トラベルバッグが非常に好調に推移しました。また、財布・雑貨類

のうち、財布はブランド品を中心に好調に推移しました。一方、ハンドバッグは低価格帯の商品の売れ

行きが鈍化し、カジュアルバッグは単価下落のため、売上不振となりました。売上高が概ね計画通りと

なったことに伴い、営業利益、経常利益につきましても、ほぼ計画どおりとなりました。

以上の結果、当第１四半期会計期間の売上高は9,025百万円、営業利益は387百万円、経常利益は380

百万円となりましたが、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額277百万円を特別損失に計上した

ため、四半期純損失6百万円を計上することを余儀なくされました。

なお、前年同期の四半期財務諸表は作成しておりませんので、前年同期との対比は行なっておりま

せん。

　

(2)　財政状態の分析

（総資産）

当第１四半期会計期間末における総資産は22,407百万円（前事業年度末比66百万円の減少）（前

事業年度末比0.3％減）となりました。これは主として、商品及び製品や固定資産の増加等があったも

のの、売上債権の減少等によるものであります。

　
（負債）

当第１四半期会計期間末における負債合計は8,799百万円（前事業年度末比181百万円の増加）

（前事業年度末比2.1％増）となりました。これは主として、買掛債務や未払法人税等の減少があった

ものの、資産除去債務の増加等によるものであります。

　
（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産は13,608百万円（前事業年度末比248百万円の減少）（前

事業年度末比1.8％減）となりました。これは主として、配当金の支払による利益剰余金の減少による

ものであります。

　
（自己資本比率）

当第１四半期会計期間末における自己資本比率は60.5％（前事業年度末比0.9ポイント減）となり

ました。

　
（１株当たり純資産額）

当第１四半期会計期間末における１株当たり純資産額は721円33銭（前事業年度末比13円45銭の減

少）となりました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、2,081百万円　（期首残高比46百万円の増

加）となりました。

　
①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、423百万円の増加となりました。これは主として、法人税

等の支払による減少が大きかったものの、売上債権の減少等によるものであります。

　
②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店及び改装に伴う設備投資等により、92百万円の

減少となりました。

　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払及びリース債務の返済等により284百万円

の減少となりました。

　
なお、前年同期の四半期財務諸表は作成しておりませんので、前年同期との対比を行なっておりま

せん。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、事業及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第１四半期会計期間中の設備の主な増加は次のとおりであります。

事業所名 所在地
設備の

内容

帳簿価額（千円） 従業

員数

（人）

建物及び構

築物

敷金・

保証金

リース

資産

器具

備品
合計

　 　
　

　 　 　 　 　 　

チュチュアンナ
八千代台店

千葉県
八千代市

店舗新設

（賃借店）
5,567 2,556 4,620 2,31615,059 2

グランサックス
北砂アリオ店

東京都
江東区

〃 771 7,980 ― ─ 8,751 1

グランサックス
戸塚駅店

横浜市
戸塚区

〃 5,818 11,1305,473 ― 22,421 1

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

① 重要な設備の新設等
１　前事業年度末において実施中または計画中であった設備の新設等のうち当第１四半期会計期間中

に完成したものは「主要な設備の状況」の項に記載しております。
２　当第１四半期会計期間において新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

事業所名

設備内容

必要性
予算金額

（千円）

既支

払額

（千円）

今後の

所要資金

（千円）

資金調達

方法

着工

（予定）

年月

完成

（予定）

年月区分 住所
売場面積

（㎡）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ラパックス
ワールド
重信フジグラン店

店舗新設

（賃借店）
愛媛県
東温市

160.1
販売力の

強化
15,500 ― 15,500

自己資金

及びリー

ス・割賦

22　9 22　9

グランサックス
京都ヨドバシ店

〃
京都市
下京区

131.9〃 25,442 ― 25,442〃 22　1022　10

クラチカ
東京ミッドタウン
店

〃
東京都
港区

101.6〃 43,076 ― 43,076〃 22　1022　10

ドラスティックザ
バゲージ
関西空港店

〃
大阪府
泉佐野市

84.2〃 19,648 ― 19,648〃 22　1022　10

アーマ
中部国際空港店

〃
愛知県
常滑市

56.8〃 19,500 ― 19,500〃 22　1022　10

(注) １　予算金額には、敷金及び保証金を含めております。
　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　
② 重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,200,000

計 31,200,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数（株）

(平成22年６月30日)

提出日現在

発行数（株）

(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 19,906,600 19,906,600
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は100株で
あります。

計 19,906,600 19,906,600－ －

（注）「提出日現在発行数」には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権

　平成18年11月20日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　
第１四半期会計期間末現在

(平成22年６月30日)

新株予約権の数（個） 444

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 444,000（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 725（注２）

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日から平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　725

資本組入額　　363

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注) １　新株予約権1個につき目的となる株式数は1,000株であります。

         ただし、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式合併を行なう場合は、次の算式により付与株式数を調

整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
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２　新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約権1個当

たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。

　①　当社が株式分割または株式併合を行なう場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・合併の比率

　②　当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当による株式の発行および自己株式を交付する場

合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および当社の普通株式に転換できる

証券の転換による場合を除く）する場合

　 　 　 　 既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日の前日における当社の発行済株式数から、当

該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とする。

３　新株予約権行使の条件

　①　新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社または当

社子会社の従業員の地位にあることを要するものとする。

    ただし、定年退職、会社都合による退職、業務上の疾病に起因する退職、および転籍その他正当な理由の存する

場合は権利行使をなしうるものとする。

　②　新株予約者が死亡した場合、新株予約権の相続は認めないものとする。

　③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。

４　新株予約権の取得に関する事項

　①　当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社が分割会社となる会

社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分割の

場合は取締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたときは、当

社は新株予約権の全部を無償にて取得することができる。

　②　新株予約権者が、３　①に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予約権を行使できな

くなった場合もしくは新株予約権者が死亡した場合は、当社はその新株予約権を無償にて取得することがで

きる。

　③　その他の取得事由および取得条件については、本株主総会決議および新株予約権発行にかかる取締役会決議

に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。
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　平成22年２月23日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　
第１四半期会計期間末現在

(平成22年６月30日)

新株予約権の数（個） 700

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

　 単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 700,000（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 333（注２）

新株予約権の行使期間 平成24年２月24日から平成27年２月23日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　333

資本組入額　　167

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注) １　新株予約権1個につき目的となる株式数は1,000株であります。

         ただし、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式合併を行なう場合は、次の算式により付与株式数を調

整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約権1個当

たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。

　①　当社が株式分割または株式併合を行なう場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・合併の比率

　②　当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当による株式の発行および自己株式を交付する場

合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および当社の普通株式に転換できる

証券の転換による場合を除く）する場合

　 　 　 　 既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日の前日における当社の発行済株式数から、当

該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とする。

３　新株予約権行使の条件

　①　新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社または当

社の取締役、監査役および従業員の地位にあることを要するものとする。

　②　新株予約者が死亡した場合、新株予約権の相続は認めないものとする。

　③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。

４　新株予約権の取得に関する事項

　①　当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社が分割会社となる会

社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分割の

場合は取締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたときは、当

社は新株予約権の全部を無償にて取得することができる。

　②　新株予約権者が、３　①に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予約権を行使できな

くなった場合もしくは新株予約権者が死亡した場合は、当社はその新株予約権を無償にて取得することがで

きる。

　③　その他の取得事由および取得条件については、本株主総会決議および新株予約権発行にかかる取締役会決議

に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

（千株）

発行済株式

総数残高

（千株）

資本金増減額

 
（千円）

資本金残高

 
（千円）

資本準備金

増減額

（千円）

資本準備金

残高

（千円）

平成22年６月30日 ─ 19,906 ─ 2,986,400─ 4,176,790

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することが出来ないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

①　【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,119,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,785,900 187,859 －

単元未満株式 普通株式 1,200 － －

発行済株式総数 　 19,906,600 － －

総株主の議決権 － 187,859 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権40個）含ま

れております。

②　【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

㈱東京デリカ
東 京 都 葛 飾 区 新 小 岩
1-48-1

 

1,119,500

 

－

 

1,119,500

 

5.62

計 － 1,119,500 － 1,119,5005.62
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 347 324 331

最低（円） 311 305 312

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

（1）四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計

期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

（2）四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半連

結期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に

基づいて作成し、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半連結期会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第１四半

期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期

レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。

　

３　四半期連結財務諸表について

従来、子会社であるディレクターズ株式会社を連結の対象としておりましたが、平成22年３月１日付で吸

収合併したことにより、子会社がなくなりましたので、当社は当第１四半期会計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）よ

り、連結財務諸表非作成会社となっております。

従いまして、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につきましては作成して

おりませんので、記載を省略しております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,109,290 2,063,028

受取手形及び売掛金 2,161,849 2,612,695

商品及び製品 7,633,927 7,334,004

原材料及び貯蔵品 30,220 31,739

繰延税金資産 86,791 151,650

その他 256,772 300,862

貸倒引当金 △4,600 △4,600

流動資産合計 12,274,252 12,489,381

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,235,678 1,055,672

土地 671,315 671,315

リース資産（純額） 795,100 785,838

その他（純額） 338,221 402,623

有形固定資産合計 ※1
 3,040,315

※1
 2,915,450

無形固定資産

リース資産 4,913 7,862

その他 76,029 74,829

無形固定資産合計 80,943 82,691

投資その他の資産

投資有価証券 32,986 35,573

敷金及び保証金 6,205,288 6,290,377

繰延税金資産 500,687 391,017

その他 287,205 284,163

貸倒引当金 △14,168 △14,168

投資その他の資産合計 7,011,999 6,986,963

固定資産合計 10,133,258 9,985,104

資産合計 22,407,511 22,474,486
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(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,246,865 3,321,796

リース債務 324,262 324,251

未払法人税等 139,481 372,927

賞与引当金 105,149 197,384

役員賞与引当金 4,800 19,200

その他 1,385,386 1,282,825

流動負債合計 5,205,945 5,518,384

固定負債

社債 1,600,000 1,600,000

リース債務 606,657 604,642

退職給付引当金 418,065 403,318

役員退職慰労引当金 114,601 112,731

資産除去債務 467,118 －

その他 386,615 378,037

固定負債合計 3,593,059 3,098,728

負債合計 8,799,004 8,617,113

純資産の部

株主資本

資本金 2,986,400 2,986,400

資本剰余金 4,185,722 4,185,722

利益剰余金 6,814,484 7,065,653

自己株式 △440,796 △440,793

株主資本合計 13,545,809 13,796,982

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,882 7,420

評価・換算差額等合計 5,882 7,420

新株予約権 56,814 52,970

純資産合計 13,608,506 13,857,373

負債純資産合計 22,407,511 22,474,486
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(2)【四半期損益計算書】
【当第１四半期累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高

商品売上高 9,012,014

不動産賃貸収入 13,837

売上高合計 9,025,851

売上原価

商品期首たな卸高 7,334,004

当期商品仕入高 5,230,240

合計 12,564,245

商品期末たな卸高 7,633,927

商品売上原価 4,930,317

不動産賃貸原価 4,707

売上原価合計 4,935,024

売上総利益 4,090,827

販売費及び一般管理費

支払手数料 187,180

広告宣伝費 155,485

運賃及び荷造費 134,675

給料 1,166,440

賞与引当金繰入額 105,149

退職給付費用 31,144

役員退職慰労引当金繰入額 1,870

役員賞与引当金繰入額 4,800

賃借料 1,202,249

減価償却費 181,608

その他 533,208

販売費及び一般管理費合計 3,703,812

営業利益 387,014

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 758

受取手数料 1,160

その他 2,610

営業外収益合計 4,538

営業外費用

支払利息 7,020

社債利息 2,461

支払保証料 1,610

その他 330

営業外費用合計 11,423

経常利益 380,129

特別損失

固定資産除却損 ※1
 11,163

減損損失 6,500

店舗閉鎖損失 9,431

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 277,731

特別損失合計 304,826
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(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

税引前四半期純利益 75,302

法人税、住民税及び事業税 126,000

法人税等調整額 △43,760

法人税等合計 82,239

四半期純損失（△） △6,936
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【前第１四半期連結累計期間】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 8,763,120

売上原価 4,841,588

売上総利益 3,921,531

販売費及び一般管理費 ※1
 3,686,411

営業利益 235,120

営業外収益

受取利息 20

受取配当金 341

受取手数料 1,088

受取補償金 2,100

その他 3,045

営業外収益合計 6,594

営業外費用

支払利息 10,201

社債発行費 8,839

支払保証料 960

その他 1,759

営業外費用合計 21,761

経常利益 219,953

特別利益

賞与引当金戻入額 73,689

その他 14,884

特別利益合計 88,574

特別損失

固定資産除却損 ※2
 5,629

店舗閉鎖損失 10,909

減損損失 9,329

その他 194

特別損失合計 26,062

税金等調整前四半期純利益 282,465

法人税、住民税及び事業税 149,110

法人税等調整額 12,202

法人税等合計 161,312

四半期純利益 121,153
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【当第１四半期累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 75,302

減価償却費 182,956

減損損失 6,500

受取利息及び受取配当金 △767

支払利息及び社債利息 9,482

売上債権の増減額（△は増加） 450,845

たな卸資産の増減額（△は増加） △298,404

仕入債務の増減額（△は減少） △74,931

賞与引当金の増減額（△は減少） △92,235

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,870

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,400

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,747

固定資産除却損 11,163

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 277,731

未払消費税等の増減額（△は減少） △36,200

その他 248,262

小計 761,924

利息及び配当金の受取額 788

利息の支払額 △10,502

法人税等の支払額 △328,960

営業活動によるキャッシュ・フロー 423,250

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △92,060

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,060

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △3

配当金の支払額 △209,254

リース債務の返済による支出 △89,150

割賦未払金の増加額 56,509

割賦未払金の減少額 △43,027

財務活動によるキャッシュ・フロー △284,927

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 46,262

現金及び現金同等物の期首残高 2,035,328

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,081,590
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【前第１四半期連結累計期間】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 282,465

減価償却費 191,029

減損損失 9,329

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,652

受取利息及び受取配当金 △361

支払利息 10,201

売上債権の増減額（△は増加） 450,088

たな卸資産の増減額（△は増加） △238,413

仕入債務の増減額（△は減少） △108,269

賞与引当金の増減額（△は減少） △146,288

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,760

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,862

固定資産除却損 5,629

社債発行費 8,839

未払消費税等の増減額（△は減少） 12,365

その他 △64,488

小計 394,577

利息及び配当金の受取額 381

利息の支払額 △9,227

法人税等の支払額 △416,504

営業活動によるキャッシュ・フロー △30,772

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △136,927

その他 100

投資活動によるキャッシュ・フロー △136,827

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 491,160

配当金の支払額 △209,515

リース債務の返済による支出 △83,776

割賦未払金の増加額 76,000

割賦未払金の減少額 △41,948

財務活動によるキャッシュ・フロー 231,920

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 64,320

現金及び現金同等物の期首残高 675,720

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 740,041
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

これにより、営業利益、経常利益は12,314千円、税引前四半期純利益は290,046千円それぞれ減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は451,412千円であります。

 

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期会計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

棚卸資産の評価方法
当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎と
して合理的な方法により算定する方法によっております。
 

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第１四半期会計期間末

(平成22年６月30日)

前事業年度末

(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額  3,318,086千円※１  有形固定資産の減価償却累計額  3,218,351千円
　 　

　

(四半期損益計算書関係)

　

当第１四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

※１　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 6,833千円

有形固定資産「その他」 4,329千円

計 11,163千円
　

　
　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 1,137,724千円

賞与引当金繰入額 117,935千円

退職給付費用 34,344千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,870千円

役員賞与引当金繰入額 5,616千円

賃借料 1,193,980千円

減価償却費 189,681千円

 

※２　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 4,611千円

リース資産 841千円

有形固定資産「その他」 176千円

計 5,629千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の当第１四半期累計期間末残高
と当第１四半期貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係（平成22年６月30日現在）

　

現金及び預金勘定 2,109,290千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金

△27,700千円

現金及び現金同等物 2,081,590千円

　
　

　
　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末
残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係(平成21年６月30日現在)

　

現金及び預金 767,741千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金

△27,700千円

現金及び現金同等物 740,041千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成

22年６月30日）

　

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期

会計期間末

普通株式（株） 19,906,600

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期

会計期間末

普通株式（株） 1,119,511

　

３．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳

当第１四半期

会計期間末残高

（千円）

提出会社

平成18年度ストック・オプションと

しての新株予約権
51,700

平成21年度ストック・オプションと

しての新株予約権
5,113

合計 56,814

　

４．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 244,23213.00 平成22年３月31日

平成22年６月

28日

　

(2)　基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　

資産除去債務が、会社の事業の運営において重要なものとなっております。

当第１四半期累計期間における総額は次のとおりであります。

　

前事業年度末残高（注） 451,412千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 15,887千円

その他増減額（△は減少） △181千円

当第１四半期会計期間末残高 467,118千円

　

(注) 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ているため、前事業年度の末日における残高に代えて、当第１四半期会計期間の期首における残高を記載してお

ります。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

事業の種類として「鞄・袋物販売事業」及び「不動産賃貸事業」を行なっておりますが、当第１四

半期連結累計期間における「鞄・袋物販売事業」の売上高及び営業利益は、全セグメントの売上高及

び営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

【セグメント情報】

　

（追加情報）

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日）を適用しております。

　

当社の報告セグメントは、単一セグメントであるため、セグメント情報について記載しておりません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末

(平成22年６月30日)

前事業年度末

(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 721円33銭

　

　

１株当たり純資産額 734円78銭

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期会計期間末

(平成22年６月30日)

前事業年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 13,608,506 13,857,373

普通株式に係る純資産額（千円） 13,551,692 13,804,402

差額の主な内訳（千円） 　 　

新株予約権 56,814 52,970

普通株式の発行済株式数（株） 19,906,600 19,906,600

普通株式の自己株式数（株） 1,119,511 1,119,501

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

18,787,089 18,787,099

　

２．１株当たり四半期純損失金額等

第１四半期累計期間

当第１四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △0円37銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失が計上されているた
め記載しておりません。

　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目

当第１四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

(1)１株当たり四半期純損失 　

四半期純損失（千円） △6,936

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △6,936

普通株式の期中平均株式数（株） 18,787,097

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

－
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第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 6円45銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。
　

(注) １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目

前第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益 　

　四半期純利益（千円） 121,153

　普通株主に帰属しない金額（千円） －

　普通株式に係る四半期純利益（千円） 121,153

　普通株式の期中平均株式数（株） 18,787,144

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　

　四半期純利益調整額（千円） －

　普通株式増加数（株） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

－
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月12日

株式会社　東　京　デ　リ　カ

取締役会  御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    堀　之　北　　重　久    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    斉　　　藤　　　昇　    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京デリカの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京デリカ及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月11日

株式会社　東　京　デ　リ　カ

取締役会  御中

有限責任　あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    堀　之　北　　重　久    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    斉　　　藤  　　昇　　  印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京デリカの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第38期事業年度の第１四半期会計期間（平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月

30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京デリカの平成22年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四

半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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